
居宅介護支援事業所 町田誠心園 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人三光会が開設する居宅介護支援事業所町田誠心園（以下「事業所」

という）が行う、指定居宅介護支援事業（以下「事業」という。）の適正な運営

を確保するために、人員及び管理運営に関する事項を定めるとともに、事業所の

介護支援専門員が、要介護状態にある高齢者等(以下「利用者」という。)に対し、

適正な指定居宅介護支援を提供することを目的とする。 

 

（運営方針） 

第２条 事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の特性を踏まえて、その利用者が可能

な限りその居宅において、自立した日常生活を営むことができるよう指定居宅 

介護支援を行うものとする。 

  ２ 事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況やその環境に応じて、利用者の

選択に基づき、利用者の自立に向けて設定された目標を達成するために、適切な

保健医療サービス及び福祉サービスが、当該目標を踏まえ、多様な事業者から、

総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行うものとする。 

  ３ 事業の実施に当たっては、利用者の意思及び人権を尊重し、常に利用者の立場に

立って、利用者に提供される指定居宅サービスが特定の種類又は特定の居宅介護

サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行うものとする。 

  ４ 事業の運営に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、地域の保健、  

医療、福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努める 

ものとする。 

 

（事業所の名称等） 

第３条 事業を行う事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（1） 名称  居宅介護支援事業所 町田誠心園 

（2） 所在地 東京都町田市下小山田町 3352-8 

 

（職員の種類、員数及び職務内容） 

第４条 事業所に勤務する職員の職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 

（1） 管理者     １名（介護支援専門員兼務/常勤） 

管理者は、事業所の従事者の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（2） 介護支援専門員 2 名（１名は管理者兼務/常勤） 

介護支援専門員は指定介護予防支援の提供に当たる。 

 

（営業日及び営業時間） 

第５条 事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 

  （1）営業日  月曜日から金曜日までとする。（ただし、国民の祝日及び１月２日、 

１月３日、１２月３０日、１２月３１日は除く。） 

  （2）営業時間 午前９時００分から午後６時００分までとする。 



（指定居宅介護支援の内容及び提供方法） 

第６条 指定居宅介護支援の内容及び提供方法は次のとおりとする。 

（1）指定居宅介護支援の内容 

①居宅サービス計画の作成 

②居宅サービス計画作成後の便宜の供与 

③居宅サービス計画の変更等 

④介護保険施設への紹介 

⑤その他介護保険や介護に関する相談援助 

  （2）相談を受ける場所 

     利用者の相談を受ける場所は第３条に規定する事業所又は利用者の自宅とする。 

  （3）サービス担当者会議 

    ①開催場所は第３条に規定する事業所内、又は利用者の自宅とする。 

    ②サービス担当者会議の開催により、利用者の状況等に関する情報について担当

者に対する照会等により意見を求めるものとする。ただし、やむを得ない理由

がある場合については、担当者に対する照会等により意見を求めるものとする。 

（4）担当職員による居宅訪問頻度 

  ①提供開始月 

  ②提供開始月の翌月から 1 月に１回 

  ③サービス評価期間が終了する月 

  ④利用者の状況に著しい変化があったとき 

※ なお、利用者の居宅を訪問しない月においては、可能な限り、サービス事業所

を訪問する等の方法により利用者に面接するように努めるとともに、当該面接

ができない場合にあっては、電話等により利用者との連絡を実施する。 

  （5）モニタリングの結果を少なくとも１月に 1 回記録する。 

（6）課題分析方法は、三団体ケアプラン策定研究会方式等とする。 

 

(サービスの利用料及び利用者負担) 

第７条 サービスの利用料については次のとおりとする。 

（1）居宅介護支援に係る料金 

  指定介護予防支援を提供した場合の利用料の額は、介護報酬の告示上の額  

（別紙のとおり）とする。 

（2）その他の費用 

  ①解約料・・・利用者はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかり 

ません。 

    ②交通費・・・町田市内にお住まいの方は無料です。 

それ以外の地域の方は、所定の交通費(実費相当)が必要となりま  

  す。なお、自動車を使用した場合の交通費は１km 毎に 

５０円を請求します。 

    ③コピー等代金・・・サービス提供実施記録等を利用者に交付する際のコピー    

料金等については無料です。 

 

 



（通常の事業の実施地域） 

第８条 通常の事業の実施地域は町田市内（郵便番号が 194、195 で始まる地域）と       

する。 

 

（秘密の保持） 

第９条 事業者が知り得た個人情報に関する取り扱いは次のとおりとする。 

１ サービスを提供する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密及び個人 

情報については、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な

理由がある場合を除いて、契約中及び契約終了後、第三者に漏らすことはありま

せん。 

２ 事業者は、あらかじめ文書により利用者の同意を得ない限り、サービス担当者会 

議等において利用者またはその家族の個人情報を用いません 

３ 事業に従事していたものが、従事者でなくなった後(退職後)においてもこれらの 

秘密を保持すべき責を負うものとする。 

 

（サービス提供中における事故発生時の対応） 

第１０条 利用者に対する指定介護予防支援の提供により、利用者の身体状況が急変した場 

合、その他必要な場合には、速やかに主治医、利用者の家族等に連絡し、必要な

措置を講じます。 

 

(苦情対応) 

第１１条 サービスに対する苦情・相談についての対応は次のとおりとする 

  １ 利用者は､提供した指定居宅介護支援に苦情がある場合又は事業者が作成した居

宅サービス計画に基づいて提供された居宅サービスに苦情がある場合には､事業

者､市町村又は国民健康保険団体連合会に対して､いつでも苦情を申し立てるこ

とができます。 

  ２ 事業者は､苦情対応の窓口責任者及びその連絡先を明らかにするとともに､苦情

の申立て又は相談があった場合には､迅速かつ誠実に必要な対応を行います。 

  ３ 事業者は､利用者が苦情申立て等を行ったことを理由として何ら不利益な取扱い

をすることはありません。 

 

(虐待防止に関する事項) 

第12条 事業者は、利用者の人権の擁護・虐待等の防止のため次の措置を講ずるものとす

る。 

(1)虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

(2)利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 

(3)虐待防止のための指針の整備 

(4)虐待防止にかかる体制として、虐待防止検討委員会を設置する。 

(5)虐待防止にかかる措置の担当者を定める。 

(6)その他虐待防止のために必要な措置 

 

 



 

  ２ 事業者は、サービス提供中に当該事業所従業者又は養護者(利用者の家族等高齢

者を現に養護する者)による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、

速やかにこれを市町村に通報するものとする。 

 

  （感染症対策） 

第13条 事業所は、感染症の予防及びまん延の防止のため、次の措置を行う。 

    (1)感染対策委員会の設置 

    (2)感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備 

    (3)感染症の予防及びまん延防止のため従業者に対する研修の実施 

 

 （ハラスメントの防止） 

第14条 事業所は、職場におけるハラスメントの防止のための雇用管理上の次の措置を講

じる。なお、職場におけるハラスメントには、利用者等からのハラスメントも

含まれることに留意する。 

   （1）職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメントを行っては

ならない旨の方針を明確化し、従業者に周知・啓発する。 

      （2）相談に対応する担当者をあらかじめ定め、従業者に周知する。 

 

 （非常災害等対策） 

第15条 事業所は、非常その他緊急の事態に備え、執るべき措置について事業継続計画を

策定し、職員及び利用者に周知徹底を図るため、定期的に研修及び訓練を実施

する。 

  2 事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行う。  

 

（その他運営について留意事項） 

第16条 事業所は介護支援専門員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設け

るものとし、また業務体制を整備する。 

   ①採用時研修  採用時２ヶ月以内 

   ②継続研修   年２回 

  （又は、介護支援専門員等の資質向上のために、研修の機会を提供するものとする。） 

  ２ この規程（又は細則）に定める事項の外に、運営に関する重要事項は協議に基づ

いて定めるものとする。 

 

附則 

  この規程（又は細則）は、平成 23 年 11 月１日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、平成 24 年 4 月 1 日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、平成 26 年 4 月 1 日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、平成 26 年 10 月 1 日から実施する。 



附則 

  この規程（又は細則）は、平成 27 年 2 月 1 日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、令和 2 年 3 月 1 日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、令和 3 年 4 月 1 日から実施する。 

附則 

  この規程（又は細則）は、令和 7 年 1 月 1 日から実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



運営規定 別紙 

 

居宅介護支援利用料 

 

1.料金 

 居宅介護支援利用料は、下記のとおりである。 ただし、介護保険の給付が支払われる

場合、利用者の自己負担はなしとする。 

 

    ①要介護１・２       ：1,076 単位（11,965 円） 

    ②要介護３・４・５     ：1,398 単位（15,545 円） 

    ③初回加算         ：  300 単位（3,336 円） 

※新規に居宅サービスを作成する場合及び要支援者が要介護認定を受けた場合、 

または 要介護状態区分が 2 区分以上変更された場合に算定 

        ④入院時情報連携加算（Ⅰ）:200 単位（2,224 円） 

              （Ⅱ）:100 単位（1,112 円） 

※病院及び診療所に入院する利用者につき、当該病院または診療所の職員に対

して利用者に対する必要な情報を提供した場合 

    ⑤退院・退所加算 (Ⅰ)イ  ： 450 単位（5,004 円） 

             (Ⅰ)ロ ： 600単位（6,672円）   

             (Ⅱ)イ ： 600単位（6,672円）   

             (Ⅱ)ロ ： 750単位（8,340円）   

             (Ⅲ)  ： 900単位（10,008円）   

 ※病院等に入院していた又は介護保険施設等に入所していた利用者が退院,退所

するにあたり,病院又は施設等の職員と面談を行い,居宅サービス計画を作成し,

サービスの調整を行った場合に算定 
      (Ⅰ)イ・・・病院等または老健等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法

により 1 回受けた場合 

      (Ⅰ)ロ・・・病院等または老健等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンスにより 1 回

受けた場合 

      (Ⅱ)イ・・・病院等または老健等の職員から利用者に係る必要な情報の提供を、カンファレンス以外の方

法により 2 回以上受けた場合 

      (Ⅱ)ロ・・・病院等または老健等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法

により 2 回以上受けており、うち 1 回以上はカンファレンスにより情報提供を受けた場合 

      (Ⅲ)・・・・病院等または老健等の職員から利用者に係る必要な情報の提供をカンファレンス以外の方法

により 3 回以上受けており、うち 1 回以上はカンファレンスにより情報提供を受けた場合 

     

 

    但し、①・②については、居宅介護支援事業所町田誠心園が１か月に作成する 

    介護サービス計画数が、在籍する介護支援専門員１人あたり４０件以上６０件 

    未満になった場合→４０件以上６０件未満の部分のみ適用 

    ①要介護１・２       ： 539 単位（5,993 円） 

    ②要介護３・４・５     ： 698 単位（7,761 円）  



 

居宅介護支援事業所町田誠心園が１か月に作成する介護サービス計画数が、在籍 

する介護支援専門員１人あた６０件以上になった場合→60 件以上の部分 

    ①要介護１・２       ： 323 単位（3,591 円） 

    ②要介護３・４・５     ： 418 単位（4,648 円）  

 

 


